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浜松市下水道事業経営プラン 2020-2024（以下、経営プラン）は、2009（平成 21）年３月に策

定し、2015（平成 27）年３月に改訂した「浜松市下水道ビジョン－未来へつなげる水のみち－」

（以下、ビジョン）の実施計画として、事業の進捗状況からビジョンの施策目標の達成度などを

管理するものであり、2024（令和 6）年度の実績及び対象期間の総括評価を以下のとおり示す。 

 

Ⅰ 2024（令和 6）年度実績及び対象期間の総括評価 

【表１：実績及び総括評価】 

評価区分 
2024（令和 6）実績 対象期間の総括評価 

件数 割合 件数 割合 

計画どおり実施 14 件 58.3％ 11 件 45.8％ 

概ね計画どおりだが、実施できない年度があった － － 8 件 33.3％ 

計画どおり実施できなかった 10 件 41.7％ 5 件 20.8％ 

合計 24 件 100.0％ 24 件 100.0％ 

※表示単位未満を四捨五入しているので、内訳や合計の計算が一致しないことがあります。 

 

【評価の基準】 

評価の基準は下表のとおり。総括評価は「R6 年度までの累積で評価」する取組と、「年度ごとに

評価」する取組に分類し、以下の考え方で評価区分を選択。 

評価区分 
2024（令和 6） 

実績 

対象期間の総括評価 

R6 年度までの 

累積で評価 
年度ごとに評価 

計画どおり実施 
R6 年度目標数値 

を達成 

R6 年度目標数値 

を達成 

5 年間すべて指標を達成または 

取組項目を実施 

概ね計画どおりだが、実施

できない年度があった 

  5 か年中、3 または 4 か年は指標を

達成または取組項目を実施 

計画どおり実施できな

かった 

R6 年度目標数値 

を未達成 

R6 年度目標数値 

を未達成 

指標を達成または取組項目を実施

できたのは 5か年中 2 か年以下 

 

１ 2024（令和 6）年度の評価 

24 件の取組のうち「計画どおり」実施した取組みは 14件（58.3％）となった。 

計画どおり実施できなかった取組は、取組事項「汚水処理施設整備方針の見直し」において、

合併処理浄化槽への設置替え促進に取り組んできたが目標値に届かなかったものや、取組事項

「浜松市下水道総合地震対策計画に基づいた対策の推進」において、腐食の激しい大口径管路

の更生工事を優先させたため防災拠点の基幹管路耐震化目標値を達成できなかったものなどで

ある。 
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２ 対象期間の総括評価 

24 件の取組事項のうち「計画どおり」または「概ね計画どおり」実施した取組は 19件（79.2％）

となった。令和 6 年能登半島地震や新型コロナウイルス感染症の拡大など想定外の社会的要因

が発生する中、状況に適応した計画内容の見直し等を行い、約 8割の取組において概ね計画ど

おり以上実施した。 

一方、計画どおり実施することのできなかった取組について、汚水衛生処理の推進や耐震化

などは 2025（令和 7）年 3月に策定した「浜松市上下水道基本計画」における取組として、2025

（令和 7）年度以降も継続して実施する。 

 

 

 

【表 2：評価一覧】 

取組番号 担当課 取組事項 
2024（令和 6）

評価 
総括評価 

1.1.1 お客さまサービス課 汚水処理施設整備方針の見直し 
計画どおり実施

できなかった 

計画どおり実施

できなかった 

1.1.2 下水道工事課 
低コスト技術等の採用による 

効率的な管きょ整備 

計画どおり実施

できなかった 

計画どおり実施

できなかった 

1.2.1 お客さまサービス課 下水道接続率の向上 計画どおり実施 計画どおり実施 

1.2.2 お客さまサービス課 
合併処理浄化槽の設置促進と 

適正な管理 

計画どおり実施

できなかった 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

2.1.1 
下水道施設課 

下水道工事課 
温室効果ガス排出量の削減 計画どおり実施 計画どおり実施 

2.2.1 
下水道施設課 

下水道工事課 
下水道資源の有効利用 計画どおり実施 計画どおり実施 

3.1.1 下水道工事課 
浜松市下水道総合地震対策計画に 

基づいた対策の推進 

計画どおり実施

できなかった 

計画どおり実施

できなかった 

3.2.1 上下水道総務課 防災体制の連携強化 計画どおり実施 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

4.1.1 下水道工事課 関連部署と連携した内水対策の推進 
計画どおり実施

できなかった 

計画どおり実施

できなかった 

4.2.1 下水道工事課 
浸水被害軽減を目的とした 

ソフト対策 
計画どおり実施 計画どおり実施 
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取組番号 担当課 取組事項 
2024（令和 6）

評価 
総括評価 

5.1.1 

下水道工事課 

下水道施設課 

上下水道総務課 

アセットマネジメントの導入 計画どおり実施 計画どおり実施 

5.1.2 下水道工事課 
事故時対応体制の構築と 

リスクベース・メンテナンスの導入 
計画どおり実施 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

6.1.1 

下水道施設課 

天竜上下水道課 

下水道工事課 

積極的な民間活力の導入 
計画どおり実施

できなかった 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

6.2.1 下水道工事課 効率的な施設の統廃合 計画どおり実施 計画どおり実施 

6.2.2 
下水道施設課 

下水道工事課 

施設の一括管理を目指した 

システム構築 

計画どおり実施

できなかった 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

6.2.3 下水道施設課 適正な放流水質の維持 
計画どおり実施

できなかった 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

7.1.1 上下水道総務課 経営の効率化による支出の抑制 計画どおり実施 計画どおり実施 

7.1.2 上下水道総務課 
下水道使用料適正化などによる安定

的な収益の確保（使用料の適正化） 
計画どおり実施 計画どおり実施 

7.1.3 お客さまサービス課 
下水道使用料適正化などによる安定

的な収益の確保（収納率の向上） 

計画どおり実施

できなかった 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

7.1.4 
上下水道総務課 

天竜上下水道課 

地方公営企業法適用による 

農業集落排水事業の経営健全化 
計画どおり実施 計画どおり実施 

7.2.1 
下水道工事課 

上下水道総務課 
適正な人員配置と技術力の継承 計画どおり実施 計画どおり実施 

7.3.1 
上下水道総務課 

下水道工事課 
積極的でわかりやすい情報開示 計画どおり実施 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

7.3.2 下水道工事課 教育現場等への積極参加 
計画どおり実施

できなかった 

計画どおり実施

できなかった 

7.3.3 下水道施設課 
施設空間の有効利用と多様な形の 

地域貢献 
計画どおり実施 計画どおり実施 
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次頁から個別実現方策に対する評価の詳細を掲載する。評価理由については、計画どおり実施

できない年度があった場合のみ記載している。 

 

【凡例】 

（取組名称を記載） 

取組内容 （取組に対して具体的な内容や対応方法等を記載） 

目標 
数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

（令和元年度 
 時点の状況 
を記載） 

 
    

 
    

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

（実現方策を達成するた
めの具体的な取り組みを
記載） 

 
    

 
    

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

（総括評価を記載） （計画どおり実施できなかった場合等の理由） 

（上段：各年度の計画値を記載） 

（下段：各年度の実績値を記載） 

（上段：各年度の計画値を記載） 

（下段：各年度の実績値を記載） 
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Ⅱ ７つの具体的施策 

1 総合的な汚水処理（10 年プラン）の推進 

1.1 汚水処理 10年プランの推進 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・汚水衛生処理率 87.1%（R1）を 94％にする 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

1.1.1 汚水処理施設整備方針の見直し 

取組内容 
下水道計画区域外において合併処理浄化槽の普及促進を図り、効率的な汚水処理施

設の整備（汚水処理 10 年プラン、H28-R7）を推進する。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

汚水衛生処理率1 
87.1％（R1） 

91.6％ 92.3％ 93.0％ 93.5％ 94.0％ 

87.7％ 88.2％ 88.6％ 89.1％ 89.7％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

下水道整備、下水道接続率

向上、合併処理浄化槽設置

促進等の取組による汚水

処理人口増加促進 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施

できなかった 

計画開始時点で計画値と実績値に大きな乖離があり、また、コロナ禍

により勧奨・促進が思うように進められなかったことが目標未達成の

要因と考えるが、市民に対し丁寧に説明を行い、周知してきたことで

汚水衛生処理率が向上した。 

 

                                                   
1 汚水衛生処理率：行政人口に占める公共下水道、集落排水、コミュニティプラント及び合併処理浄化槽で汚水処理している人

口の比率をいい、百分率で表す。汚水処理人口普及率と比較して、実際に汚水処理施設（下水道、合併処理浄化槽、集落排水

施設、コミュニティプラント）を利用している人口の割合を表す 
汚水衛生処理率=実際に汚水処理している人口/行政人口 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

1.1.2 低コスト技術等の採用による効率的な管きょ整備 

取組内容 

 人口減少を踏まえた上で、従来の整備費用と比較して経済的と認められる区域に

限り下水道整備を実施する下水道整備計画（汚水処理 10 年プラン、H28-R7）を

推進する。 

 下水道施設の建設や更新に掛かる建設コストを抑制するため、低コスト材料や低

コスト工法を積極的に採用し効率的な整備を進める。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

汚水処理 10 年 
プラン整備率 
12％（R1） 

20％ 26％ 31％ 36％ 42％ 

18％ 22％ 24％ 29％ 34％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

汚水処理 10 年プラン 

関連整備面積 

25.5ha 
（西遠・細江） 

16.8ha 
（西遠・細江・ 

井伊谷） 

16.8ha 
（西遠・細江・ 

井伊谷） 

16.8ha 
（西遠・細江・ 

井伊谷） 

16.8ha 
（西遠・細江・ 

井伊谷） 

19.6ha 9.9ha 8.2ha 14.7ha 15.9ha 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施

できなかった 

汚水処理 10 年プランの整備率は達成できなかったが、上位プランであ

る下水道ビジョンの目標「下水道人口普及率 82％」は、効率的な箇所

選定を実施したことで達成することができた。 

 

 



 

 
7 

 

1.2 下水道接続率向上と合併処理浄化槽設置替えの促進 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・下水道接続率 96.2％（R1）を 97％にする 

・合併処理浄化槽設置基数 24,163 基（R1）を 32,800 基にする 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

1.2.1 下水道接続率の向上 

取組内容 

 戸別訪問や啓発チラシの配布など、市民への広報・啓発活動を通して、下水道接

続の必要性を理解してもらい、接続勧奨に取り組む。 

 下水道の維持管理情報及び下水道台帳を管理する浜松市下水道情報総合管理シ

ステム（GIS システム）を活用し、供用開始区域等の情報に基づいて効果的な接

続勧奨を行い、下水道接続率を向上させる。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

下水道接続率2 

96.2％（R1） 

96.4％ 96.6％ 96.8％ 96.9％ 97.0％ 

96.4％ 96.6％ 96.8％ 97.0％ 97.1％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

新規供用開始区域等、成果

に結びつく可能性が高い 

家屋を対象とした戸別訪問 

500 戸 500 戸 500 戸 500 戸 500 戸 

884 戸 832 戸 1,766 戸 1,151 戸 938 戸 

高齢者世帯や建物老朽化を

未接続理由としている世帯

を対象とした接続依頼通知

の郵送 

500 戸 500 戸 500 戸 500 戸 500 戸 

932 戸 974 戸 892 戸 689 戸 659 戸 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

 

                                                   
2 下水道接続率：公共下水道に接続可能な区域内人口に対して、実際に接続している人口の比率をいい、百分率で表す 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

1.2.2 合併処理浄化槽の設置促進と適正な管理 

取組内容 

 汚水処理 10 年プランにより浄化槽整備区域となった区域において、単独処理浄

化槽3や汲み取り槽からの設置替え促進する。 

 専任職員による戸別訪問を中心に、合併処理浄化槽4の設置替えや適正な維持管

理の啓発に努める。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

合併処理浄化槽
設置基数 

24,163 基（R1） 

27,600 基 28,900 基 30,200 基 31,500 基 32,800 基 

25,196 基 26,077 基 26,985 基 27,686 基 28,314 基 

合併処理浄化槽
法定検査受験率 

57.3%（R1） 

59.0％ 60.5％ 62.0％ 63.5％ 65.0％ 

61.4％ 63.1％ 63.7％ 63.2％ 63.9％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

戸別訪問による設置替え

勧奨及び適正管理啓発 

7,500 戸 7,500 戸 7,500 戸 7,500 戸 7,500 戸 

9,549 戸 5,341 戸 12,437 戸 8,823 戸 6,460 戸 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

R1 年度からのコロナ禍による対面規制が影響し、戸別訪問が思うよう

に進められなかった時期などもあり設置戸数(基）、受検率が目標に届

かなかったが、戸別訪問により、設置戸数(基）、受検率ともに着実に

向上した。 

 

 

 

                                                   
3 単独処理浄化槽：し尿のみを処理する装置（浄化槽法により平成 13 年以降新規に設置することは認められていない） 
4 合併処理浄化槽：し尿及びこれと併せて生活雑排水（工場廃水、雨水その他の特殊な排水を除く）を処理する装置 
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2 地球温暖化防止への貢献 

2.1 温室効果ガス排出量の削減 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・「浜松市地球温暖化対策実行計画」に基づき、下水道施設からの温室効果ガス排出量を  

平成 25 年度比で 16％削減する（原単位比較） 

・エネルギー使用量を毎年 1％以上削減する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

2.1.1 温室効果ガス排出量の削減 

取組内容 

 中部浄化センター･舘山寺浄化センターのエネルギー使用量（電気使用量）を、

原単位で毎年 1％以上削減することにより、発電時に排出される二酸化炭素やメ

タンなど、地表から放出された熱を吸収し地表を暖める温室効果ガスの排出量抑

制へと繋げる。 

 浜松市地球温暖化対策実行計画に準じ、基準年度である平成 25 年度比で令和 6

年度までに、16.0%削減する。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

エネルギー使用量
原単位削減率 

（h25年度比) 
12.7％（R1） 

11.2％ 13.0％ 14.0％ 15.0％ 16.0％ 

14.4％ 14.0％ 17.9％ 25.2％ 23.2％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

省エネルギー機器の 

導入 

舘山寺 
受変電設備 

ストマネ計画
(R3～R7)策定 

中部 
エアタン脱臭 

設備 

舘山寺 
アクアレータ5 

舘山寺 
遠心濃縮機 

中部 
焼却炉 

舘山寺受変電設
備ストマネ計画
(R3～R7)策定･ 
舘山寺水処理 
３系増設 

中部脱臭設備の
機器仕様見直し
による省エネ化

検討 

舘山寺微細気泡
散気装置・高効
率反応タンク 
撹拌機導入 

舘山寺 
濃縮機 

詳細設計 

過給式流動焼却
導入 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

 

                                                   
5 アクアレータ：水中機械式曝気撹拌装置 
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2.2 下水処理場における再生可能エネルギー利用技術の導入 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・下水汚泥リサイクル率 100％を継続する 

・汚泥の固形燃料化技術や焼却炉廃熱利用技術等、再生可能エネルギー利用技術の導入可能

性調査を実施し、可能な技術から導入する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

2.2.1 下水道資源の有効利用 

取組内容 

 下水汚泥の有効利用については、セメント化・コンポスト化などにより、リサイ

クル率 100％を継続する。 

 下水汚泥のエネルギー利用に向けて、中部浄化センター焼却炉の更新に当たり、

廃熱回収等エネルギー効率に優れた技術の導入を図る。 

 ポテンシャルマップ6の提供等により、下水道熱利用の円滑かつ適正な利用の促

進を行う。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

下水汚泥の再生利
用率 100％の継続 

100％（R1） 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

焼却炉廃熱回収技術の

導入 

焼却炉性能指標
の確認 

中部汚泥処理 
設備改築事業 
（設計） 

中部汚泥処理 
設備改築事業 
（機器製作） 

中部汚泥処理 
設備改築事業 
（施工） 

事業完了 

焼却炉性能指標
の確認 

排ガスから熱回収

する空気予熱器及
び白煙防止予熱器
の採択、設計 

空気予熱器及び 
白煙防止予熱器の
工場製作及び現場

搬入（据付はＲ5
以降） 

空気予熱器及び 
白煙防止予熱器の

据付 

空気予熱器及び 

白煙防止予熱器の
試運転で熱回収率
40%以上を確認 

焼却炉廃熱利用技術の

導入 

・発注支援業務 
・焼却炉性能指

標の確認 

中部汚泥処理設
備改築事業実施 
（廃熱回収率
40％以上の焼却
炉の導入） 

⇒ 事業完了 ― 

・発注支援業務 
・焼却炉性能指

標の確認 

設計仕様として、
熱回収率 43％、消
費電力削減率 39％

と設定した 

消費電力削減率
39％を達成する 

省エネルギー性能
に優れた機械類の

設計、製作 

消費電力削減率
39％を達成する 

省エネルギー性能
に優れた機器類の

製作、据付 

試運転の結果、 

消費電力量削減率
20%以上を確認 

下水熱利用に関する情

報提供、調整（民間への

助言等） 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに制
度を掲載 

・ｽﾏｰﾄｼﾃｨ協議会
への情報提供 

設計協議時に指
標の明示 

⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

                                                   
6 ポテンシャルマップ：下水熱導入に向けた検討の参考資料として、計画・設計に必要な情報（賦存量及び所在位置）を容易に

把握するためのマップ 
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3 地震対策の推進（耐震化と連携強化） 

3.1 基幹管路や処理場、ポンプ場の耐震化（ハード対策） 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・下水道耐震化防災拠点 155 箇所（R1）を 177 箇所にする 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

3.1.1 浜松市下水道総合地震対策計画に基づいた対策の推進 

取組内容 

 浜松市地域防災計画に位置付けられた防災拠点のうち、下水道整備済区域に位置

する 185 箇所の防災拠点と下水処理場・ポンプ場とを結ぶ基幹管路の耐震化を図

る。 

 処理場やポンプ場においては、被災時においても最低限の処理機能を確保するた

めの施設を優先して耐震化を進める。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

基幹管路耐震化

が完了した防災

拠点の達成率7 
84％（R1） 

84％ 84％ 84％ 84％ 96％ 

84％ 84％ 84％ 84％ 84％ 

施設耐震化率（処
理場、ポンプ場） 

17％（R1） 

67％ 78％ 100％ 
第 3 期総合地震 

計画に基づき実施 
⇒ 

52％ 78％ 86％ 92％ 92％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

管きょの耐震化 
（耐震診断、対策工事） 
対象：中部処理区内の基幹管路 

L=1,000m L=280m L=110m L=260m L=100m 

L=879m L=146m L=120m L=0m L=110m 

処理場、ポンプ場の 

耐震化 
（総合地震計画に基づき 
実施）対象施設：36 施設 

9 施設 10 施設 8 施設 
第 3 期総合地震 
計画に基づき実施 

⇒ 

4 施設 9 施設 3 施設 2 施設 0 施設 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施

できなかった 

中部浄化センターの直上部の耐震化工事は、合流地区の住宅地にある

大口径管のため、工事施工の時期や時間に制約があり、R6 年度目標値

は達成できなかったが、R8 年度には達成率が 100％となる見込みであ

る 

 

 

 

                                                   
7 耐震化完了済み防災拠点の割合のため、管きょの耐震化延長が増加しても、必ずしも達成率とは連動しない 
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3.2 防災体制の連携強化（ソフト対策） 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・BCP による職員研修と関連市町・団体との防災訓練を毎年実施する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

3.2.1 防災体制の連携強化 

取組内容 

 被災時の下水道事業の早期復旧を図るため、業務継続計画の周知を図るとともに

大都市や近隣市町村などとの防災訓練などを実施し、連携体制の強化を図る。 

 課題の早期解決と担当役割の再確認等により、BCP の完成度を上げ、実効性を高

めていく。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

訓練実施後の課題に

対する年度内に解決

した割合（%） 

※検証・課題抽出は

R2から実施 

75％ 75％ 75％ 75％ 75％ 

100％ 100％ 83％ 53％ 100％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

BCP（事業継続計画）の 

検証・課題解決 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施（市総合 
防災訓練） 

実施（市総合 
防災訓練） 

実施（市総合 
防災訓練） 

実施（県総合
防災訓練） 

実施（部総合
防災訓練） 

上下水道部新規職員に対す

る研修（習熟度の向上） 

1 回/年 1 回/年 1 回/年 1 回/年 1 回/年 

実施（市総合 
防災訓練） 

実施（市総合 
防災訓練） 

実施（市総合 
防災訓練） 

実施（県総合
防災訓練） 

実施（部総合
防災訓練） 

静岡市との合同防災訓練の

実施 

訓練実施 
1 回/年 

訓練実施 
1 回/年 

訓練実施 
1 回/年 

訓練実施 
1 回/年 

訓練実施 
1 回/年 

コロナ禍のた
め、訓練延期 

コロナ禍のた
め、訓練中止 

実施 
能登半島地震
の影響で中止 

実施 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおりだ

が、実施できない

年度があった 

コロナ禍等により、訓練を実施できない年度があった。 
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4 総合的な浸水対策の推進 

4.1 関連部署が連携した内水対策の推進（ハード対策） 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・都市雨水対策達成率 62.1％（R1）を 73.3％にする 

・浜松市総合雨水対策計画に基づき、関連部署等と連携して内水対策を推進する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

4.1.1 関連部署と連携した内水対策の推進 

取組内容 
 静岡県や浜松市の河川部局等と連携した雨水対策事業を推進する。 

 上下水道部として、安間川流域及び堀留川流域の雨水対策事業を実施する。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

都市雨水対策 
達成率8 

62.1％（R1） 

62.4％ 62.5％ 63.1％ 68.2％ 73.3％ 

62.4％ 62.5％ 62.5％ 62.5％ 62.5％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

安間川流域（100mm/h 安

心プラン）の雨水きょ、

ポンプ場整備事業 

右岸雨水きょ整備 
天王ポンプ場整備 ⇒ 供用開始 － － 

右岸雨水きょ整備 
天王ポンプ場整備 

⇒ 供用開始 － － 

堀留川流域の雨水対策 
基本構想 基本計画 事業計画 ⇒ 実施設計 

基本構想 ⇒ ⇒ ⇒ 基本調査検討 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施

できなかった 

堀留川流域において策定された浸水対策計画を受け、R2 年度に現地調

査を実施したが、当該計画で示されていた施設整備の実現性が困難で

あることが判明したことから、施設整備を見送り、R3～6年度で当該計

画の見直し等を行ったため、指標の向上に必要となる浸水対策施設整

備が完了しなかった。 

 

 

                                                   
8 都市雨水対策達成率：下水道ビジョンで選定した、事業計画を取得している区域のうち浸水リスクの高い地域や区画整理事業

など雨水対策を優先的に進める区域（2,280ha）の中で、整備が完成した面積の割合を百分率で表したもの 
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4.2 官民一体で取り組む浸水被害軽減対策の推進（ソフト対策） 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・作成した内水ハザードマップを防災訓練等で周知、活用する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

4.2.1 浸水被害軽減を目的としたソフト対策 

取組内容 
内水ハザードマップ9を周知、活用し、市民の防災意識の向上を図ることで、浸水

被害の軽減を目指す。 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

関連部局と連携し内水

ハザードマップを、啓発

活動、出前講座などの場

で周知、活用 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

                                                   
9 内水ハザードマップ：内水による浸水に関する情報及び避難に関する情報を住民にわかりやすく提供するツール 
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5 予防保全型の維持管理と更新 

5.1 アセットマネジメント、リスクベース・メンテナンスの導入 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・アセットマネジメント計画を策定し更新費用の削減と平準化を図る 

・築後 30 年経過管による道路陥没発生割合を 5 件/千 km 以下に抑制する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

5.1.1 アセットマネジメントの導入 

取組内容 

 ストックマネジメント10で計画した下水道ストックの効率的な改築更新事業に、

中長期的な経営見通しに基づく経営資源の配分等を考慮して、下水道事業全体の

最適化を図る。 

 市民に提供するサービスの内容と品質の目標を明確化した業務運営を目指す。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

主要事業の確認・

見直し 

― ― 
100％ 

（=43/43） 

100％ 

（=43/43） 

100％ 

（=43/43） 

― ― 
100％ 

（=43/43） 

100％ 

（=43/43） 

100％ 

（=43/43） 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

アセットマネジメント
11の導入 

計画策定準備 計画策定 運用開始 ⇒ 
適用範囲拡大

の検討 

計画策定準備 
計画策定 
公表 

運用開始 
確認・見直しの 

実施 

確認・見直しの 

実施 

浜松市上下水道
基本計画策定に

併せた改定 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

                                                   
10 ストックマネジメント：目標とする明確なサービス水準を定め、下水道施設全体を対象に、その状態を点検・調査等によっ

て客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、点検・調査、修繕・改善を一体的に捉えて下水道施設を計画

的かつ効率的に管理する手法 
11 アセットマネジメント：社会ニーズに対応した下水道事業の役割を踏まえ、下水道施設（資産）に対し、施設管理に必要な

費用、人員を投入（経営管理、執行体制の確保）し、良好な下水道サービスを持続的に提供するための事業運営手法 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

5.1.2 事故時対応体制の構築とリスクベース・メンテナンス12の導入 

取組内容 

 保有する下水道管きょストックの老朽化に起因する事故などの起きやすさ、市

民生活に及ぼす影響の大きさ、修繕・更新に要する経費の規模など、事業の優

先順位付けを行いながら中長期的な事業の平準化を行い、効率的な改築更新を

実施する。 

 これにより、築後 30 年経過した下水道本管による道路陥没発生割合を 5 件/千

km 以下に抑制する。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

道路陥没発生件数 

0 件/千 km（R1） 

5 件/千 km 以下 5 件/千 km 以下 5 件/千 km 以下 5 件/千 km 以下 5 件/千 km 以下 

0 件 3 件 2 件 1 件 1 件 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

下水道管路維持管理計画に

基づいた調査の実施 

（対象：中部・西遠処理区） 

51.4km 10.5km 51.4km 51.4km 10.5km 

64.0km 1.3km 94.8km 32.2km 25.6km 

下水道管路維持管理計画に

基づいた修繕・改築の実施 

（対象：中部・西遠処理区） 

1.7km 4.6km 0.2km 1.7km 4.6km 

1.1km 3.7km 1.6km 1.5km 1.6km 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおりだ

が、実施できない

年度があった 

西遠処理区で新たに管路調査を開始したことにより、R4 年度に目標

値を上方修正したが、R2 年度の管路点検時に、想定を上回る破損箇

所数が見つかったことにより、管路調査延長が増えたため、実績値は

目標値を上回ることとなった。 

修繕・改築については、調査の結果、管きょの破損が想定より少なかっ

たことや、職員による管路パトロール等で、異常が発見された管路に

ついては、速やかに修繕・改築対応を実施していることから、目標値

を下回る実績となった。 

 

 

 

                                                   
12 リスクベース・メンテナンス：施設の破損や漏水事故の起きやすさ、当該事故が市民に及ぼす影響の大きさ、修繕や更新に

かかる経費の規模などといったリスクを基準として、点検や調査、修繕記録や更新状況から、できる限り施設を長く使用して

いくことにより、リスクの大きいところへの重点投資とムダの削減を図るための維持管理手法。 
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6 民間活力の活用などによる効率的な施設運営 

6.1 コンセッション方式等官民連携活用による運営体制の構築 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・包括的民間委託の見直しを図る 

・運営委託方式を導入した西遠処理区において、適切にモニタリングを行う 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

6.1.1 積極的な民間活力の導入 

取組内容 

 小規模で維持管理が非効率な施設においては、複数の施設の維持管理を一括して

民間委託する「包括的民間委託」を進め、運営の効率化と経費の縮減を図る。 

 平成 30 年度より開始した西遠処理区運営事業（運営委託方式13）については、

引き続きモニタリングを継続していく。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

契約件数 

6 件（R1） 

6 件 6 件 6 件 6 件 5 件 

6 件 6 件 6 件 6 件 6 件 

維持管理費削減 

見込み額（対R1） 

（千円/年） 

 8,700 千円/年 ⇒ ⇒ 12,000 千円/年 

 10,619 千円/年 ⇒ ⇒ 5,720 千円/年 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

中部浄化センターとポ

ンプ場における包括的

民間委託の見直し14 

中部 TC とポン
プ場委託の 
発注・契約 

R3～中部 TC と
ポンプ場委託

の再編 

中部 TC とポン
プ場委託の 
履行監視 

中部 TC とポン
プ場委託の 
発注・契約 

R6～中部 TC と
ポンプ場委託

の再編 

中部 TC と 
ポンプ場委託 
の契約締結 

再編後、各々業務
計画書に則った

業務が履行され
たかモニタリン

グ実施 

各々業務計画書
に則った業務が
履行されたかモ

ニタリング実施 

各々業務計画書
に則った業務が
履行されたかモ

ニタリング実施 

湖東中継ポンプ

場を含めた委託
に再編 

湖東浄化センターのポ

ンプ場化に伴う各委託

の再編15 

湖東ポンプ場
化に向けた 
実施設計 

湖東ポンプ場
化に向けた 

施工 
⇒ 

湖東ポンプ場
化に伴う発注

準備 

R6～湖東ポン
プ場化に伴う

再編 

湖東ポンプ場
改築実施設計

業務 
(工事課発注) 

実施設計業務
予算措置 

実施設計業務
実施 

湖東ポンプ場
化に伴う発注、

契約 

ポンプ場化し
中部 TC の委託

に再編 

西遠処理区における 

「運営委託方式」の導入 

モニタリングの
継続実施（PDCA）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

モニタリングの
継続実施 

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 
2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおり
だが、実施できな
い年度があった 

委託の再編を行い、地域分けした現在の包括的民間委託が適切な状態
と考えるが、経費の縮減については人件費及び物価の高騰により大き
な成果が出ていない状況である。常駐している施設への遠方監視導入
については、維持管理費の削減効果を得ることが難しく、委託の統合
においても効果を出すことが望めなかった。 

                                                   
13 運営委託方式：施設の所有権は市に残したまま、長期間にわたる運営権（民間自らが料金徴収を行い、その料金を使って自

由に施設を運営）を民間に付与する官民連携手法 
14 西遠処理区ポンプ場を中部 STP 監視に再編し、上島雨水 P 場を常駐から雨天時のみ人員配置とする 
15 湖東 STP をポンプ場化し中部 STP にて監視する。舘山寺 STP は細江、井伊谷、三ケ日 STP 包括委託に統合する 
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6.2 効率的な下水処理体制の構築 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・効率性の低い小規模な施設を統廃合し維持管理費を削減する 

・経費負担、環境負荷の高い汚泥の集約処理を実施する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

6.2.1 効率的な施設の統廃合 

取組内容 

小規模で維持管理コストがかかる処理場を大規模な処理場と統合廃止、中部浄化セ

ンターで処理している汚水の一部を西遠浄化センターで処理すること等、施設全体

の維持管理費の適正化を図る事による処理区再編を検討し、アセットマネジメント

計画策定に反映させる。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

湖東浄化センターポ

ンプ場化整備進捗率 

総事業費に対する 

執行事業費の割合 

― 16％ 78％ 100％ ⇒ 

― 16％ 66％ 100％ ⇒ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

下水道処理区の統合 
（湖東処理区/西遠処理区） 

詳細設計 施設整備 ⇒ 統合 ⇒ 

詳細設計 施設整備 ⇒ 統合 ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

6.2.2 施設の一括管理を目指したシステム構築 

取組内容 

 上島雨水ポンプ場にて監視している西遠処理区内の中継ポンプ場７箇所の遠方

監視・制御システムを中部浄化センター内に設置し、中部浄化センターを核とし

た集中管理体制を構築し、維持管理の一元化を目指し維持管理費の削減を図る。 

 浜名湖エリアの下水道施設についても、遠方監視システムを導入し、2件の維持

管理業務の一本化が実現可能であるか検討する。 

 遠方監視システムを実現化するための実施設計を行う。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

システム更新達成

率※対象24施設 

（R1 は実施設計） 

8/24 11/24 11/24 17/24 17/24 

8/24 8/24 8/24 9/24 9/24 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

中部浄化センターとポ

ンプ場への遠方監視・制

御システム導入による

維持管理業務の適正化 

中部浄化セン

ターとポンプ

場の維持管理

業務の発注 

受注者側から

提出された 

管理計画書の

確認 

⇒ 統合 ⇒ 

中部浄化セン

ターとポンプ場

の維持管理業務

の契約締結 

業務計画書に 

則った業務が 

履行されたか 

モニタリング実施 

⇒ 

湖東中継ポンプ

場を含めた、R6

からの維持管理

業務の契約締結 

業務計画書に 

則った業務が 

履行されたか 

モニタリング実施 

浜名湖エリア下水道施設

への遠方監視・制御システ

ム導入による維持管理業

務の適正化 

 

遠方監視シス

テム導入に向

けたストック

マネジメント

計画との調整 

浜名湖エリア 

下水道施設維持

管理業務内容の

検証 

浜名湖エリア

下水道施設の

維持管理業務

の発注 

受注者側から

提出された 

管理計画書の

確認 

 
実施設計業務

予算措置 

浜名湖エリア

下水道施設維

持管理業務 

内容の検証 

3 施設実施設計

業務実施 

湖東中継ポン

プ場にシステ

ム導入 

業務計画書に

則った業務が

履行されたか

モニタリング

実施 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

委託者が常駐している施設は、日常的に設備点検や水質確認をしてい

ることから、遠方監視導入によって維持管理費の削減に大きな効果を

得ることが難しい。また、遠方監視の規模（遠隔操作の範囲）によっ

ては監視点数が増えて設備の維持費に大きな費用が発生する。現状の

各下水道施設内の老朽化した制御システムに遠方監視機能を追加した

場合、後のシステム更新時に影響を与え柔軟に対応できなくなるため、

システム更新時に検討し導入するのが望ましい。このことから統合に

おいても効果を出すことが望めないため進んでいない。 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

6.2.3 適正な放流水質の維持 

取組内容 

 適正な放流水質を維持するため、下水処理を阻害する悪質汚水を監視していく。 

 立入検査時に下水排除基準超過が判明した場合は、是正を求め、改善率 100%を

目指す。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

下水排除基準超過

事業場の改善率 

（改善事業場数/基準

超過事業場数） 

70%（R1） 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

100％ 87％ 100％ 100％ 100％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

事業場等の立入検査 

件数 

指針に基づく
立入検査対象
事業場数 
130 事業場 
延べ 260 件 

260 件 260 件 260 件 260 件 

191 件 213 件 271 件 228 件 219 件 

下水排除基準超過事業場

の監視・是正指導件数 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

10 件 23 件 36 件 30 件 23 件 

 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおり

だが、実施できな

い年度があった 

立入検査件数が計画件数より少ない理由は、R2、3年度はコロナ対応と

して飲食店等一部業種の立入を見送ったためで、R5、6 年度は自主測定

結果を活用した監視を行ったためである。計画件数に達しなかったも

のの、自主測定結果を活用することにより効率的・効果的な監視が可

能になった。 

監視・是正指導件数については、基準超過を直ちになくすことが困難

な事業場があり、目標 0 件に対して大きく上回った。R4 年度から R6

年度にかけ減少傾向にあり一定の成果を出すことはできている。 
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7 財務体質の強化と未来へつなげる下水道 

7.1 企業債残高の削減と使用料体系適正化の検討 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・企業債残高 1,510 億円（R1）を 1,277 億円以下にする 

・下水道使用料の適正化を図る 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.1.1 経営の効率化による支出の抑制 

取組内容 

 耐震や老朽化対策など重点的に実施しつつ効率的な建設事業の推進などに努め

プライマリーバランス16を保つことで企業債17残高を削減する。 

 中期財政計画に基づき、借入額を償還額以下に抑制して企業債残高を減らし、令

和 6年度末の企業債残高 1,277 億円以下を目指す。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

企業債残高 

1,510 億円（R1） 

1,506 億円 1,450 億円 1,392 億円 1,335 億円 1,277 億円 

1,456 億円 1,400 億円 1,336 億円 1,274 億円 1,217 億円 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

プライマリーバランスの

範囲内での借入 

実行 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実行 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

                                                   
16 プライマリーバランス：企業債残高を抑制するため、企業債償還金（支出）より借入金（収入）を低く保つこと 
17 企業債：建設改良費等の財源として、国や地方公共団体金融機構などから借り入れる長期借入金のこと 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.1.2 下水道使用料適正化などによる安定的な収益の確保（使用料の適正化） 

取組内容 

 将来の施設の更新需要に備えるなど安定的な経営を行うため、今後導入されるア

セットマネジメントの内容を踏まえ、使用料の適正化を図る。 

 現行の使用料算定期間は令和 4 年度までのため、その後の改定に向けて財務状況

を検証し、改定の検討を行う。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

資金残高20億円

以上確保（億円） 

34 億円（R1） 

37 億円 

（当初予算） 
20 億円以上 20 億円以上 20 億円以上 20 億円以上 

42 億円 46 億円 46 億円 47 億円 43 億円 

当年度純利益 18

の確保（億円） 

23 億円（R1）※税抜 

0 円以上 0 円以上 0 円以上 0 円以上 0 円以上 

21 億円 21 億円 21 億円 21 億円 18 億円 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

使用料改定の検討 

財務状況の 

検証 

使用料改定要否

の検討 
⇒ ⇒ ⇒ 

財務状況の 

検証 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  

 

 

                                                   
18 当年度純利益：収益的収入から収益的支出を差し引いた額（黒字）で、資本的支出の財源として補填するため「公共的必要

余剰」とも言う 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.1.3 下水道使用料適正化などによる安定的な収益の確保（収納率の向上） 

取組内容 

 収納率は、平成 22 年度以後 99.5％以上で推移している。同時に賦課徴収してい

る水道料金と共に収入の確保と利用者負担の公平性のために収納率の向上に努

める。 

 納付書払いから口座振替やクレジットカード払いへの変更を推奨し、高い収納率

の維持を図る。 

 お客さまの利便性向上のため、キャッシュレス決済19等の新たな納付方法の導入

を検討する。 

目標 

数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

口座振替・クレ

ジットカード払

いの設定率 

81.14％（R1） 

81.50％ 81.55％ 81.60％ 81.65％ 81.70％ 

81.54％ 81.75％ 81.76％ 81.51％ 81.54％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

使用開始後、初回納入通

知書送付時に口座振替依

頼書を同封 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

市ホームページによる口

座振替、クレジットカー

ドの推奨と申込用紙のダ

ウンロード環境整備 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

新たな納付方法（キャッ

シュレス決済等）の検討 

調査・検討 実施準備 実施 ⇒ ⇒ 

調査・検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおりだ

が、実施できない

年度があった 

R3、4 年度は R6 年度目標値（81.70%）を達成したが、R4.2 にスマホ

決済を導入すると納付書払いのうちスマホ決済利用者が増加した。R6

年度には「すいすい」からクレジット払いの WEB 申し込みが可能とな

り、微増ではあるがクレジット払いの設定率が伸びてきている。 

 

                                                   
19 キャッシュレス決済：紙幣や硬貨などの現金を使わずに、クレジットカードや電子マネー等を利用して支払いを行う決済方

法のこと 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.1.4 地方公営企業法適用による農業集落排水事業の経営健全化 

取組内容 

総務省通知（平成 31 年 1 月）により、農業集落排水事業について地方公営企業法

を適用することが求められている。遅くとも令和 6年度当初予算から適用させる必

要があるため、方針を定めて準備を進め、地方公営企業法を適用し、農業集落排水

事業の経営健全化を図っていく。 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

地方公営企業法適用 

業務 

適用方針決定・ 

経営戦略策定 
適用準備 ⇒ 

次年度当初予算

への法適用 

適用後農業集落

排水事業開始 

経営戦略策定

（法適化方針は

庁内調整継続） 

適用方針決定

（庁内）・適用

準備 

条例改正 
次年度当初予算

への法適用 

適用後農業集落

排水事業実施 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  
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7.2 職員の適正配置計画の推進と技術力の継承 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・計画的に技術継承や技術取得を促進する組織体制を構築する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.2.1 適正な人員配置と技術力の継承 

取組内容 

 定員適正化計画については、平成 26 年 4 月 1 日対比で 10％削減できている。 

 技術力の継承として、職員技術研修実施方針に基づき、下水道事業に従事する技

術職員等が必要な資格や技術習得に向けた研修の機会を増やすとともに、実務を

通じて民間の施設運営技術を習得するなど、技術力の向上を図る。 

目標 
数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

研修受講者アン

ケートにおける

「活用度」の 5

段階評価を 4 又

は 5とする割合 

R2 からアンケート実

施 

70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 

75％ 77％ 79％ 84％ 96％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

職員技術研修計画の策

定・実施 

（上下水道部研修） 

研修開催 8回 研修開催 8回 研修開催 8回 研修開催 8回 研修開催 8回 

9 回 8 回 10 回 10 回 9 回 

再任用職員を活用した

技術指導 

（技術アドバイザーの設

置） 

3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 

4 人 4 人 5 人 4 人 5 人 

高度な実務経験者によ

る相互研修 

（教え合いリーダーによ

る研修実施） 

開催 2回/年 開催 2回/年 開催 2回/年 開催 2回/年 開催 2回/年 

3 回 3 回 0 回 2 回 2 回 

日本下水道事業団等が

主催する外部研修への

参加 

参加者 5人/年 参加者 5 人/年 参加者 5人/年 参加者 5人/年 参加者 5 人/年 

0 人 3 人 19 人 91 人 102 人 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  
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7.3 PR 活動の拡充と市民とのコミュニケーションの充実 

 令和 6年度までに達成する施策目標 

・市民の意識調査を実施し施策へ反映する 

・下水道整備効果をわかりやすく公表する 

・小学校を対象とした下水道教室など様々な啓発活動を実施する 

※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.3.1 積極的でわかりやすい情報開示 

取組内容 

 イベントなどを通して下水道事業全体への理解を深めてもらうため分かりやす

い情報発信を行う。 

 併せて、市民にとって有用な各種情報をホームページ等を通じて積極的に提供す

る。 

目標 
数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

近い将来、上下水

道管が一気に老朽

化を迎えることの

認知度20 

「詳細を知ってい

る」・「聞いたこと

がある」の計 

78.3%（R1） 

老朽化認知度

79％ 

老朽化認知度

79％ 

老朽化認知度

80％ 

老朽化認知度

80％ 

老朽化認知度

80％ 

68.6％ 69.8％ 60.0％ 76.8％ 75.4％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

上下水道フェスタ 

（展示物や実演などを通

じて下水道事業の現状理

解を深めるPRを実施する） 

フェスタ事業
実施 

フェスタ事業実
施・手法見直し 

⇒ ⇒ ⇒ 

コロナ禍のた
め未実施 

コロナ禍のため
縮小して開催 
見直し実施 

規模縮小し開催
実施 

実施 実施 

広聴モニター制度21 

（市民の意見を事業に

反映するための意識調

査） 

広聴モニター
によるアン
ケート実施 

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 実施 実施 実施 実施 

広報施策の拡充 

（市民に有用な情報の

積極的な提供） 

HP 運用の課題
抽出 

HP 再構築 
はままつの下
水道WEB版公表 

⇒ ⇒ 

HP 再構築を実
施 

キッズサイト
の製作・公開 

⇒ ⇒ ⇒ 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

概ね計画どおりだ

が、実施できない

年度があった 

R2 年度はコロナ禍で上下水道フェスタを開催できなかったが、ホー

ムページや SNS を用いたデジタル型広報を行った。広聴モニターアン

ケートの結果はいずれの指標も目標を達成することができなかった

が、認知度は増加傾向のため、今後も継続して取り組む。 

                                                   
20 下水道事業に対する市民の関心度を測るバロメーターとして、広聴モニターアンケート回答の経年変化を把握する。 
21 広聴モニター制度：広聴広報課が実施する、市民ニーズを効果的に市政へ反映するため、登録制の広聴モニターから意見聴

取を行い、市政の課題や、市民生活に関係の深い内容等について、機動的・効率的・能動的に市民ニーズを把握する制度 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.3.2 教育現場等への積極参加 

取組内容 
小学 4年生を対象とした「みんなの下水道教室」や市民を対象とした出前講座を開

催し、下水道事業への理解を深めてもらう。 

目標 
数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

小学校における 

下水道教室開催率 

91%（R1） 

90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 

3％ 11％ 57％ 68％ 56％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

出前講座 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

申込み 0件 申込み 0件 申込み 0件 申込み 1 件 申込み 1件 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施で

きなかった 

新型コロナウイルスにより、学校へ訪問できなくなった影響から計画

通り実施できなかった。また、コロナ禍明けからは、他の出前講座を

採用する学校が増えたことも、目標値を達成できなかった要因と考え

る。しかし、児童が下水道について学ぶ機会を無くさぬよう、授業内

容を見直し、リモートでの開催も可能として取り組んだ。 
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※各年度共、上段：計画、下段：実績 

7.3.3 施設空間の有効利用と多様な形の地域貢献 

取組内容 

 反応タンクの上部空間や将来の施設建設予定地を活用し、市民が日常的に親しめ

る憩いの場として提供する。 

 H30 年度から開始した西遠処理区運営事業において、運営権者が主体的に地域と

の連携や協働とコミュニケーションを実施する。 

目標 
数値 

現状 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

開放の実施 

実施（R1） 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

運営権者による 

地域貢献活動 

（実施件数/5件） 

100％（R1） 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

取組項目 2020(R2)年度 2021(R3)年度 2022(R4)年度 2023(R5)年度 2024(R6)年度 

多目的広場としての 

開放 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

西遠処理区運営事業 

運営権者の提案による

地域貢献活動 

・下水道ふれあいイベント

開催 

・上下水道フェスタ参加 

・中田島クリーン作戦（海

岸清掃） 

・天竜川クリーン作戦（河

川清掃） 

・地域イベント協賛 

5 件以上実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

7 件実施 12 件実施 9 件実施 10 件実施 13 件実施 

 

2020（R2）年度から 2024（R6）年度までの取組内容に対する評価【総括評価】 

計画どおり実施  
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